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企業の事業戦略や関係機関の施策立案に
役立つ情報を広く提供することを目的に日系企
業の活動の実態や事業環境を把握すること。

 中国､香港､台湾､韓国に進出している日系
企業のうち､日本側による直接・間接資本の合
計が10%以上の企業。
 香港の製造業企業については香港域内で
製造を行う法人のみを対象としている。

 2009年(平成21年)9月1日～10月31日
(※ASEAN､南西アジア､オセアニアは10月15日まで)

調査目的

調査対象

調査時期

調査対象
企業数

回答企業数

合計 製造業 非製造業

総数 7,021 2,990 100.0 1,613 1,377 42.6

中国

台湾

韓国

香港

北東アジア 計

1,367 579 19.4 388 191 42.4

223 106 3.6 61 45 47.5

103 81 2.7 44 37 78.6

95 67 2.2 11 56 70.5

1,788 833 27.8 504 329 46.6

ベトナム

タイ

マレーシア

シンガポール

290 143 4.8 92 51 49.3

1,572 704 23.6 417 287 44.8

903 270 9.0 166 104 29.9

742 221 7.4 58 163 29.8

ミャンマー

フィリピン

インドネシア

19 17 0.6 6 11 89.5

298 130 4.4 89 41 43.6

455 129 4.3 87 42 28.4

ASEAN 計 4,279 1,614 54.0 915 699 37.7

バングラデシュ

インド

スリランカ

パキスタン

45 24 0.8 17 7 53.3

347 177 5.9 79 98 51.0

64 27 0.9 19 8 42.2

33 26 0.9 13 13 78.8

南西アジア 計 489 254 8.5 128 126 51.9

ニュージーランド

オーストラリア 353 218 7.3 50 168 61.8

112 71 2.4 16 55 63.4

オセアニア 計 465 289 9.7 66 223 62.2

有効
回答率構成比

内訳

 北東アジア4カ国・地域､ASEAN７カ国､南
西アジア4カ国､オセアニア2カ国の計17カ国・
地域で調査を実施。
 本資料は､北東アジア４カ国・地域を対象
に行ったアンケート結果(有効回答数833社､
有効回答率46.6%)を「中国・香港・台湾・韓
国編」としてまとめたものである。
 一部の設問で参考値としてASEAN､イン
ド等のデータを併記した。
 図表の数値は四捨五入しているため､合
計が必ずしも100%とはならない。
 台湾での調査については､財団法人交流
協会の協力を得て実施した。

備考

(社、%)
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(注)中国の省市別の調査結果は回答企業数20社以上の省市、業種別の調

査結果は各設問の有効回答５社以上の業種を掲載した。このため、掲載業
種・省市の回答企業数の合計は総数を下回る。

中国

計 遼寧省 北京市 天津市 山東省 江蘇省 上海市 広東省 その他

回答企業数 579 66 58 20 93 39 115 157 31 

構成比(%) 100.0 11.4 10.0 3.5 16.1 6.7 19.9 27.1 5.4 

  回答企業数 構成比(%)

 製造業 小計 388 67.0 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

食品・農水産加工品 39 6.7 

繊維(紡績・織物・化学繊維) 11 1.9 

衣服・繊維製品 18 3.1 

木材・木製品 4 0.7 

家具・インテリア製品 3 0.5 

紙・パルプ 3 0.5 

化学品・石油製品 17 2.9 

プラスチック製品 24 4.1 

医薬品 4 0.7 

ゴム製品 7 1.2 

窯業・土石 6 1.0 

鉄鋼(鋳鍛造品を含む) 8 1.4 

非鉄金属 5 0.9 

金属製品(メッキ加工を含む) 21 3.6 

一般機械(金型・機械工具を含む) 20 3.5 

電気機械・電子機器 42 7.3 

電気・電子部品 59 10.2 

輸送用機器（自動車・二輪車） 7 1.2 

輸送用機器部品（自動車・二輪車） 30 5.2 

精密機械 14 2.4 

医療機器 2 0.3 

印刷・出版 3 0.5 

その他製造業 41 7.1 

  回答企業数 構成比(%)

 非製造業 小計 191 33.0 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

漁・水産業 - -

農・林業 1 0.2 

鉱業 - -

流通 4 0.7 

商社 42 7.3 

販売会社 33 5.7 

銀行 8 1.4 

保険 3 0.5 

証券 - -

運輸・倉庫 17 2.9 

不動産 6 1.0 

法務・税務 1 0.2 

ホテル・旅行・外食 5 0.9 

通信・ソフトウエア 18 3.1 

建設・プラント 5 0.9 

その他サービス業 48 8.3 

中国 省市別構成比

中国 業種別構成比


